
事 業 名 称 空き家利活用所有者意向尊重型推進事業 

事 業 主 体 厚木市（神奈川県） 

連 携 主 体 
公益社団法人 神奈川県宅地建物取引業協会 県央支部 
公益社団法人 全日本不動産協会神奈川県本部 県央支部 

事業の特 徴 

・市の複数部署で運用する空き家データベースを活用した空き家所有者向けの

空き家活用意向調査の実施 

・外部提供への同意を得た所有者情報等は、不動産関係 2団体に同時に提供 

・市は、不動産関係 2団体が作成する取扱申し出事業者リストを所有者に提供

し、今後の流れについて意向を確認（事業者から所有者に連絡する、又は、

所有者から事業者に連絡する） 

成 果 

・空き家所有者向けの空き家活用意向調査及び合同相談会を実施（調査票回収

率 59.9％、外部提供への同意 21 件） 

・外部提供を行う空き家のリスト及び個票 

・外部提供のスキームの構築 

成果の公表先 厚木市のホームページにて公表予定 

 

１．事業の背景と目的 

空き家の売却等を希望しているが、所有者が高齢や遠方に在住しているなどを理由に自力で不動

産事業者と接触できない場合や、相続放棄や所有者と連絡がつかず意向確認が行えないなどの理由

により空き家の利活用が進んでいない。 

空き家対策を推進するには、利活用による流通促進が必要であり、空き家所有者情報を活用し、

民間事業者（宅地建物取引業者等）との連携が重要な取組となる。 

  なお、平成 28 年度に実施した空き家の実態調査の結果から、空き家所有者の居所の内訳は、厚木

市内が 62.8％、神奈川県内が 18.8％、他県が 15.1％となっている。 

 

２．事業の内容 

（１）事業の概要と手順 

交付決定（８月 21 日）から事業終了までの間の事業の内容と手順を、以下のように進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２９年度「空き家所有者情報提供による空き家利活用推進事業」成果報告書 



（２）主な取組の詳細 

１）意向調査を実施する市が把握している空き家所有者について 

 ①庁内関係課の連携について 

  各担当部署に寄せられた空き家情報（苦情等含む）は、問題となっている内容ごとに、住宅

課が空き家担当所管課となり、共通のデータベースに入力することで、情報の共有化、一元化

を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②意向調査対象の空き家について 

  平成 28 年度に水道閉栓情報と市で把握している住民等からの苦情や通報情報（上記①で把

握している情報）等を基に、市内全域の実態調査を実施した。調査の結果、把握できた空き家

は 755 戸であった。平成 29 年度は、情報の更新を行うため、区分ごとに各担当部署で現況調

査を行い、意向調査書発送日時点で把握している 712 戸を今回の調査対象とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ③空き家所有者の把握について 

  把握している空き家は、庁内ＧＩＳ（地理情報システム）において空き家情報としてデータ

ベース化している。データベースでは、所有者情報（建物・土地）、現況記録、写真、評価区

分（建物、景観等を 4段階で評価）、位置情報等を取り込んでいる。所有者情報については、

資産税課がデータベースに入力するともに、登記情報を活用し所有者を特定している。 
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④データベースについて 

  空き家情報は、データベースで一元管理を行っており、住宅課、建築指導課、生活環境課、

消防本部、資産税課がデータベースへのアクセス権限を有している。 

  データベースでは、空き家の概要、所有者情報（電話番号等の連絡先を含む）、対応履歴等

を管理しているため、他課で行った実態調査の状況、対応記録等を共有することにより、総括

的な対応を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



⑤データベースの更新について 

ⅰ）情報提供等により新たに把握した空き家について 

    担当課職員が現地確認（実態調査）を行い、現況、写真、評価区分、位置情報等をデータベ

ースに登録し、資産税課にて、土地・建物・所有者情報等の入力を行っている。 

また、必要に応じて所有者に連絡をして、適正管理の指導等を行っている。 

  ⅱ）把握している空き家について 

    各部署にて適正管理の現地の定期調査を実施（年数回）している。 

住宅課  ：通年 

     建築指導課：通年 

     生活環境課：５～６月 → 再調査７～８月 

     消防本部 ：１０月  → 再調査１月 

※近隣住民から通報等があった場合には、随時実施 

    また、必要に応じて所有者に連絡をして、適正管理の指導等を行っている。 

 

２）意向調査の実施について 

 ①意向調査票について 

  空き家所有者の意向調査を実施するにあたり、意向を 7 項目に分類した調査票を作成した。

また、調査票には、市で把握している情報、空き家の所在地、所有者、建物や土地の概要及び、

市で付番している管理番号を事前に印字した。 

  意向の内容 

 ⅰ）これから売却・賃貸・管理を専門事業者に依頼したい 

  ⅱ）全国版空き家バンクに登録したい 

  ⅲ）厚木市や地域内で活用してもらいたい 

  ⅳ）現在不動産事業者に売却・賃貸・管理の依頼中 

  ⅴ）将来的に親族間で活用するため現状維持 

  ⅵ）相続未確定のため、今後の予定は未定 

  ⅶ）その他 

※データベースで把握している情報は 

事前に印字 意
向
を
確
認 



   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②意向調査の発送状況と回答状況 

ⅰ）第 1回（平成 29 年 10 月 13 日）と第 2回（平成 30 年 1 月 12 日）に調査票を発送した。 

当初は、平成 29 年 10 月 13 日の 1回のみの発送を予定していたが、回答率が 44.4％と

半数以下であったことから、回答のなかった所有者宛に再度同じものを送付した。 

発送数 
第 1回目 

回答数 

第 1回目

回答率 

未回答 

(第 2 回目 

発送数) 

第 2 回目 

回答数 

第 2回目 

回答率 

693 戸（実質） 

（712 戸送付 

⇒19 戸郵戻） 

308 戸 44.4％ 385 戸 107 戸 27.8％ 

      第 1 回目及び第 2 回目合計 

発送数 回答数 回答率 

693 戸 415 戸 59.9％ 

 

※なお、発送数は、意向調査票の発送した件数であり、基本的には建物所有者に対して送

付を行っている。所有者が共有名義などで複数いる場合は、その代表者宛に、また、相続

が確定していないなどの場合には、相続人代表者宛に送付をしている。 

また、建物の共有名義人、相続人、土地所有者（共有名義人含む）宛には、意向調査票

の送付は行っていないが、情報提供として取組の案内を送付した。 

 

  



ⅱ）回答済み調査票の回答意向の内訳 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ③意向調査票の送付先及び回答状況 

送付先 送付件数（割合） 回答数（割合） 回答率 

厚木市内 469 戸（67.7％） 278 戸（67.0％） 59.3％ 

神奈川県内 116 戸（16.7％） 76 戸（18.3％） 65.5％ 

他  県 108 戸（15.6％） 61 戸（14.7％） 56.5％ 

合  計 693 戸（100％） 415 戸（100％） 59.9％ 

   

   ④情報提供を希望した所有者の居所 

送付先 回答数 専門事業者に依頼したい 
情報提供 

同意する 同意しない 

厚木市内 278 戸 11 戸（4.0％） 6 戸 5 戸 

神奈川県内 76 戸 16 戸（21.1％） 12 戸 4 戸 

他  県 61 戸 6 戸（9.8％） 3 戸 3 戸 

合  計 415 戸 33 戸（8.0％） 21 戸 12 戸 

 

   ⑤情報提供に同意しない理由【複数回答可】 

理  由 回答数 

個人情報が民間事業者等に伝わることが不安だから 6 人 

連絡をしてくれる事業者のこと（人柄、対応など）が事前にわからないから 4 人 

家の売却・賃貸を検討していることを近隣住民に知られたくないから 1 人 

荷物などの置き場として利用、お盆や正月など年数回利用しているから 1 人 

荷物や家具などの残置物の整理が済んでいないから 5 人 

その他（登記の変更等が済んでいない。手続がわからない。） 1 人 

 

 

意   向 回 答 数 

ⅰ）これから売却・賃貸・管理を専門事業者に依頼したい 

33 戸 

情報提供に 

同意する…21 戸 

同意しない…12 戸 

ⅱ）全国版空き家バンクに登録したい 3 戸 

ⅲ）厚木市や地域内で活用してもらいたい 8 戸 

ⅳ）現在不動産事業者に売却・賃貸・管理の依頼中 92 戸 

ⅴ）将来的に親族間で活用するため現状維持 136 戸 

ⅵ）相続未確定のため、今後の予定は未定 22 戸 

ⅶ）その他 121 戸 

合   計 415 戸 



 ⑥意向調査票に同封した郵送物 

    ⅰ）お知らせ文（必ずお読みください） 

      意向調査の趣旨、注意事項、情報提供した後の流れについて記載 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ⅱ）電話相談ちらし             

協定締結 4団体の既存の電話相談を一覧にした案内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ⅲ）合同相談会ちらし【第 1回目のみ】 

 協定締結 4団体合同による H29.11.2 合同相談会案内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅳ）空き家セミナー及び不動産個別相談会ちらし【第 2回目のみ】 

協定締結をしている不動産関係 2団体協力による 

H30.2.16 空き家セミナー及び不動産個別相談会 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



⑦意向調査を実施する際の工夫点 

ⅰ）所有者の記載項目を簡素化した。 

→ 市が把握している情報は事前に印字 

    ⅱ）市が附番している管理番号を封筒や意向調査票に印字した。 

      → 発送後の問い合わせにスムーズに対応出来る（どの空き家かすぐに確認可能）。 

ⅲ）返信用の封筒を同封した。 

→ 手間を省き気軽に返信（スムーズな投函） 

ⅳ）相談会や電話相談の案内を同封した。 

 → 意向が確定していない、問題がある所有者のための相談体制の整備 

ⅴ）送付文（注意事項）の内容をわかりやすく配慮した。 

 → 必ず一読してもらえるよう紙の色を変える。 

見やすい文字、文書。 

情報提供同意後の流れをイメージしやすくフロー化した。   

 

 ⑧意向調査票の返送があった所有者への対応 

    意向調査票の受領後は、受領した旨の通知や、所有者の意向に応じた情報提供を行った。 

例えば、「将来的に親族間で活用予定である」との回答があった所有者に対しては、管理の

ための案内（シルバー人材センターのちらしや管理のポイントが記載されたリーフレット等）

の送付や、解体を予定している所有者に対しては、市の解体補助の案内を送付するなど状況に

応じた情報提供を行った。 

  ⅰ）管理のための情報提供（シルバー人材センターちらし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※このリーフレットは、市内の高齢者を対象実施している空き家予防講習会でも配布をして

いる。 



 ⅲ）解体補助の案内ちらし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）空き家所有者へのための相談等の開催 

 ①合同相談会の実施について【（２）２）⑥ⅲ）ちらし】 

第 1 回目意向調査票の送付に合わせ、専門家が一堂に会する合同相談会を開催した。 

日  時：平成 29 年 11 月 2 日（木）13：30～16：30【最終受付 16：00】 

協力団体：平成 29 年 3 月 15 日に協定締結を行った 4団体 

     神奈川県弁護士会、神奈川県司法書士会 

神奈川県宅地建物取業協会県央支部、全日本不動産協会神奈川県本部県央支部 

    参 加 者：20 組 

 

   ②空き家セミナー及び不動産個別相談会の実施について【（２）２）⑥ⅳ）ちらし】 

    合同相談会を実施したところ、不動産に関する相談が多かったことから、第 2回目意向調査

票の送付に合わせ、空き家セミナーと不動産個別相談会を同時開催した。セミナーの講師は、

宅地建物取引士に依頼をした。 

日  時：平成 30 年 2 月 16 日（金）13：30～16：30【最終受付 16：00】 

協力団体：神奈川県宅地建物取業協会県央支部、全日本不動産協会神奈川県本部県央支部 

    セミナー：第 1 部 13：30～13：50「空き家の利活用・管理について」 

         第 2 部 15：00～15：20「空き家を売却する際の流れと注意点」 

    参 加 者：10 組 13 人 



４）外部提供について 

 ①個票の作成について 

外部提供を行う空き家については、意向（売却・賃貸等）ごとにリストを作成し、また、物

件情報の詳細を個票として作成した。情報提供を行う空き家は、不動産関係 2団体（神奈川県

宅地建物取引業協会県央支部及び全日本不動産協会神奈川県本部県央支部）の情報提供を行い、

取り扱いを希望する会員により不動産流通の促進を行とともに、個票については、両団体と厚

木市の 3者で統一した情報として共有をしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②外部提供の流れ 

所有者から市に情報提供同意書を提出（意向調査票の裏面の同意書） 

⇒ 市から不動産関係 2 団体事務局に物件情報（リスト・個票）を提供 

⇒ 各団体事務局から全会員に物件情報を提供 

⇒ 不動産取引を希望する会員は事務局に申し出及び誓約書を提出 

⇒ 事務局は申し出会員から誓約書を受け取り、 申し出会員をリスト化し、市に提出 

⇒ 市は所有者に申し出会員リストを提供 

  ※所有者に今後の流れを確認 

（事業者に所有者情報を提供し、連絡をしてもらう又は所有者自身が連絡する） 

【所有者が事業者からの連絡を希望した場合】 

⇒ 市から不動産関係 2 団体事務局に所有者情報を提供 

⇒ 各団体事務局から申し出のあった会員にのみ所有者情報を提供 

⇒ 申し出をした会員が直接所有者に連絡をする 

【所有者自身が事業者を選択して連絡することを希望した場合】 

 ⇒ 所有者情報の提供は行わず、所有者自身が直接事業者に連絡をして交渉 

    

 

 

 

 

 

 

 

 



外観 

③外部提供の流れと平成 28 年度との変更点について 

    昨年度、試行的に 4 件（うち 1 件は売却済み）の情報提供を行った。その際には、同意書の

提出があった空き家を 2 団体交互に振り分けて情報提供を行い、取扱希望申し出会員のリスト

を所有者に提供し、所有者自身がその中から選定し、事業者に連絡をする流れで対応した。 

交互に情報提供することで、提供の受ける空き家により平等性に欠けることや、所有者自身

の選択の幅が絞られてしまうことから、協定締結により、2 団体同時に情報提供する方法に変

更した。また、所有者自身も申し出事業者からどこを選べばいいのかわからないといった声が

寄せられたことから、申し出事業者から連絡を取る方法に変更した。ただし、所有者自身が連

絡を希望することも可能としている。 

   

④外部提供の際のトラブ防止のための対策について 

    ⅰ）各事業者に対して研修等で周知する。 

    ⅱ）申し出事業者は誓約書を提出する（個人情報保護に関する法令等を遵守し、適正に管理）。 

ⅲ）所有者情報を提供する際には事業者に注意事項を記載した用紙を配布する。 

ⅳ）申し出事業者が複数いた場合には事前に所有者と今後の流れを確認する。 

      →基本的には事業者から直接連絡をしてもらうが、所有者の意向に沿った形で対応を変

更する（所有者からの連絡も可能）。 

※不動産取引契約後のトラブルについては事業者と所有者間で解決する。 

 

４）先進市への視察について 

 ①福岡県庁への視察 

  意向調査の結果、市での活用希望の所有者が複数いたことや、昨年度、外部提供を行った空

き家の中でもなかなか売却が成立しないといった事例もあったことから、今後の取組の参考と

するため、福岡県で実施している「官民が連携した空き家活用モデル普及推進事業」の視察を

行い、２か所の現地を直接見学するとともに事業提案者から話を聞いた。 

ⅰ）都市近郊型空き家物件の福祉目的における再活用整備事業 

      市での活用希望の所有者で、福祉的な目的での利用を希望している人がいたことから現

地を訪問し、精神障がい者のための生活訓練事業者として利用している状況を見学した。 

     また、事業提案者である「（一社）古家空家調査連絡会」の方からも直接話を聞いた。

社協に申し出がある寄付等の物件を活用したとのことで、精神障がい者を対象とすること

で、建物のバリフリー化を行わなくても対応が可能であり、大幅な改修工事を行わず、築

100 年以上の古民家の持つ重厚さをいかした建物であった。      

また、改修に当たっては、地域の人が参加できる形で取り組んだ点と、敷地内には、地

域の人が誰でも気軽に立ち入れる場所となっているなど、参考点が多かった。 

 

      

 

 

 

 

 

 

増築したトイレ部分 



  ⅱ）売却困難な空き家の収益化事業 

    売却困難な長屋を改修し賃貸物件として収益を得る取組は、昨年度、試行的に実施した

外部提供の空き家の中にも、接道要件等により売却が困難な物件があることから既存の状

態を活用しての改修は参考となった。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②奈良県生駒市及び和歌山県橋本市への視察 

  ⅰ）生駒市 

    空き家所有者が情報提供に同意しているのにも関わらず流通が進まない物件に対し、生

駒市では空き家流通促進プラットフォームにおいて流通の阻害要因を特定し、流通の方法

や流通阻害要因を除去するための方策について検討した上で、専門事業者を指名して対応

する仕組みを整えているため、厚木市においても流通が進まない空き家物件の対応方策と

して参考にした。 

    ⅱ）橋本市 

      橋本市は一般社団法人ミチル空間プロジェクトと協定を締結し、空き家所有者の相談業

務からセミナーの開催、個別の事案に対する流通促進方策の検討やアドバイスなどを行っ

て成果を挙げているため、具体的な業務内容を確認するとともに、ミチル空間プロジェク

トを立ち上げた経緯なども確認し、厚木市においても同様な事業者を立ち上げていくため

の参考にした。 

 

（３）成果 

１）事業の成果 

（1）所有者への意向調査を実施 

市で把握している空き家の概要（主に登記情報）をあらかじめ印字した意向調査票を、

平成 29 年 10 月 13 日に全所有者（712 戸）に送付。所有者の意向を把握するとともに、外部

提供に同意した所有者に関しては、意向調査票に設けた同意書欄に記入をしてもらうことで、

意向調査と外部提供への同意が同時にできるよう調査票を工夫した。 

10 月 13 日に送付した際には、44.4％の回答となったことから、平成 30 年 1 月 12 日に同

じものを再度送付し、その結果、59.9％まで回答率を上げることが出来た。 

外部提供への同意があった 21 件の空き家に関しては、リスト及び個票を作成し、不動産

関係 2団体（神奈川県宅地建物取引業協会県央支部及び全日本不動産協会神奈川県本部県央

支部）へ情報提供をし、所有者の意向に応じた形での不動産流通を行い、また、両団体と市

の 3者で情報を共有している。 

リフォーム後の正面 

リフォームを実施した長屋とそのままの長屋の境 



第 1回目の意向調査実施時には、外部への情報提供に同意をした空き家と、空き家バンク

への登録希望、市での活用希望の空き家を対象に個票作成を進めたが、第 2回目の意向調査

を実施したところ、外部への情報提供に同意する（7 人）、空き家バンクへの登録希望（2人）、

市での活用希望（1 人）の所有者がいたことから個票作成を追加した。 

また、合同相談会、空き家セミナー及び不動産個別相談会の利用者などの意見や、意向調

査票への記載から、事前に個票を作成しておくことで、より迅速な情報提供につなげること

ができると判断し、今後、情報提供に同意することも含めた利活用の意向となると思われる

空き家についても、個票作成を行い、合計 100 件の追加をした。 

 

 

 ２）合同相談会の実施 

   ①合同相談会 

    平成 29 年 11 月 2 日（木）に開催した合同相談会には 20 組に利用があった。協定締結 4

団体からそれぞれ 2名の相談員を派遣依頼し、「弁護士又は司法書士」と「宅地建物取引

士」が二人一組で相談に応じた。 

相談者の同意があった場合は、市の把握している建物・土地の登記情報や写真などを資

料として準備し、その場で具体的な相談に対応できるよう配慮した。 

また、事前に相談内容を確認し、適切な相談員を配置するとともに、相談室ごとに相談

者を割り振り、相談内容を知らせ、時間の効率化を図った。 

    周知方法としては、空き家所有者宛に送付した意向調査票にちらしを同封したり、市の

広報紙及びホームページにて掲載を行った。また、市内の公共施設（各地区公民館や駅連

絡所等）にポスターの掲示やちらしを布置した。 

相談内容は、売却に関することが多かった。また、すでに不動産取引契約を交わしてい

るが一般的な意見を求めることでの利用も多かった。 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※当初の予定枠 20 組に対し、 

21 組の事前申し込みがあった。 



  ②空き家セミナー及び不動産個別相談会 

   平成 30 年 2 月 16 日に空き家セミナーと不動産個別相談会を同時開催した。空き家セミナ

ーでは、協定締結をしている不動産関係 2団体の宅地建物取引士が講師となり、「空き家の

利活用・管理について」と「空き家を売却する際の流れと注意点」の内容で、それぞれ 20

分のセミナーを開催した。また、セミナーの開催時間以外には、不動産個別相談会を実施し

た。 

セミナーには、13 人の方が参加し、不動産個別相談会では、8組の利用があった。 

     不動産個別相談会では、合同相談会と同様の資料を準備するとともに、自身の所有する空

き家の資産価値がわかるよう全国地価マップを添付した。 

     周知方法としては、第 2 回目の意向調査票にちらしを同封するとともに、第 1 回目の意向

調査票の回答のあった所有者宛にも案内をした。合同相談会同様、市の広報紙及びホームペ

ージに掲載するとともに、市内公共施設にポスターの掲示及びちらしの布置を行った。 

     セミナーの内容はとても参考になったとの意見が多く、売却する場合の価格設定や業者の

ことなど、実際の話が聞けて良かったと好評であり、次回以降の開催を望む声や、20 分では

時間が足りないといった意見もあった。 

     わかっているようで、知らないことが多かったとの声も多く、参加者は熱心に聞き入って

いた。また、相談会の申込をしていなかったセミナー参加者が、急遽相談会の利用を希望し

たりと意識の変化が見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．評価と課題 

（１）意向調査票の回答について 

回答率を上げるため、市が把握している情報については事前に印字することで所有者の記載を

簡略化するとともに、返信用の封筒を同封することで、返信に手間がかからないよう配慮した。 

 また、意向が固まっていない、考案中といった所有者を対象に合同相談会等を企画し、問題解

決、意思決定の一助となるよう開催時期を調整した。その結果、外部提供への同意が得られた 21

件のうち、2件は合同相談会や不動産個別相談会を利用したことで決断したという所有者がいた

ことや、外部提供への同意までには至らなかったが、意向が固まったという所有者も複数いたこ

とから、意向調査期間に合同相談会等を開催したことは、一定の成果があったといえる。 

 第 1 回目の意向調査の回答率が、44.4％であったが、短期間に再度意向調査票を送付すること

で、最終的には、59.9％まで回答率を上げることが出来たことで、所有者への啓発にもつながっ

たと言える。しかし、その反面、調査票の返送がなかった４割の所有者には、市からの一方的な



通知で終わることのないような方法を検討する必要がある。（意向調査の返送のない所有者は庁

内各部署からの通知に対しても返答がないことが多い。）また、「将来的に活用するので現状維持

する」といった意向の所有者に対し、適正な維持管理をされるよう周知啓発について継続して行

うことと、所有者の情報提供後の不安を解消する仕組みづくりなどが課題として残った。 

 

（２）所有者情報の外部提供を行う不動産関係団体との連携について 

昨年度、試行的に情報提供を行った際には不動産関係 2 団体へ交互に情報提供をしていたが、

平成 29 年 3 月 15 日（水）に 2団体と空き家の利活用に向けた不動産取引の促進を連携して行う

旨の協定を締結したことにより、提供する空き家による不平等感を無くすため、今年度は、両団

体へ一斉に情報提供することとした。また、協議を重ねる中で、団体ごとにやり方、取り決め等

が異なるため、全てにおいて統一的なスキームを作成する必要が生じ、両団体と細かい手順まで

調整をするのに予想以上の時間を要したが、トラブルの未然防止の点では、同じスキームを構築

できたことはとても有効であった。 

しかし、会員数が異なるため、同じスキームで実行してもスピード感に差が生まれることや、

会員による温度差などが今後の課題である。 

 

（３）専門家等との連携について 

協定を締結している神奈川県弁護士会、神奈川県司法書士会、不動産関係 2団体の協力のもと、

合同相談会を実施することで、相続問題や借地権付きによる問題で困っていた所有者が専門家に

相談することで、解決の糸口につながった。 

市として対応を苦慮している対応困難事例の検討会を行ったが、全て財産管理人を設定しない

と進展しない事案であった。今後は、財産管理人の設定について庁内の調整も含め課題であり、

また、相続人不存在となる未然の対策についても検討が必要である。 

 

４．今後の展開 

（１）外部提供先との連携 

不動産関係 2団体とは、トラブルの未然防止に注意し、スキームに沿って密な連携をとるとと

もに、各会員を対象とした研修会を実施し、情報の取扱や注意点などの周知を図っていく。 

また、民間事業者主催の合同相談会や空き家に関するイベント等も多数あることから、市を経

由して所有者宛に情報提供を行う。 

（２）所有者への意識醸成 

   所有者の意向も経年で変化することが予想されるため、一定の間隔で意向調査を実施する。併

せて相談会やセミナーなどを定期的に企画し、問題意識の低い所有者への意識改革、所有者の意

識醸成を図る。 

また、継続的に利活用の啓発を行うとともに、所有者の意向を尊重できる助言や情報提供を行

う。 

市からの通知に反応のない所有者などへの対応として、郵送以外の連絡手段を検討し、例えば

所有者宅を直接訪問して説明を行うなどについて検討をしていく。 

 

（３）庁内の連携 

各部署とは、空き家情報の共有、実態調査などの役割分担については、明確化されて業務を行

っているが、財産管理人を設定する必要がある事案など多数あるため、今後はその対応について



検討していく。 
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